
 

社会福祉法人再生会嘱託職員取扱規程 

 

第１章  総   則 

 

(目  的) 

第１条 この規程は、社会福祉法人再生会(以下「再生会」という。)が経営する児童養護施設さくら学園 

（以下「学園」という。)に勤務する嘱託職員の雇用、賃金及びその他の取扱いについて定めるものと

する。 

２ この規程に定めるもののほか、嘱託職員の就業に関する事項は、労働基準法、その他の関係法及び

個別の雇用契約に定めるところによる。 

 

(定  義) 

第 2 条 前条の嘱託職員とは、再生会を定年退職した者等で業務の都合により 1 年以内の期間を定めて

雇用し、学園の職員と同一の業務に従事する者をいう。 

 

第 2 章  人   事 

 

（雇  用） 

第 3 条 再生会は、嘱託職員として就職を希望する者の中から選考のうえ雇用するものとする。 

２ 雇用を決定したときは、嘱託職員雇用通知書（別記様式第 1 号）により通知する。 

 

（提出書類） 

第 4 条 嘱託職員として就職を希望する者は、次の書類を提出するものとする。 

（１） 履歴書（実筆） 

（２） 写真（提出日直前のもの） 

（３） 健康診断書（提出日前 3 か月以内のもの） 

（４） 住民票記載事項の証明書 

（５） 前各号に掲げるもののほか、理事長が必要と認める書類 

２ 嘱託職員として雇用された者は、速やかに次の書類を提出しなければならない。 

（１） 嘱託職員雇用契約書（別記様式第 2 号） 

（２） 嘱託職員雇用誓約書（別記様式第 3 号） 

（３） 前各号に掲げるもののほか、理事長が必要と認める書類 

 

（雇用期間） 

第 5 条 嘱託職員の雇用期間は、1 年を越えない範囲において定めるものとする。 

２ 前項の期間満了後特に必要と認めるときは、雇用期間を更新することができる。 

 



（退  職） 

第 6 条 嘱託職員は次の次号の一に該当するときは、退職するものとする。 

 （１）退職を願い出て承認されたとき、または退職願提出後 14 日を経過する退職予定日に達したとき。 

 （２）死亡したとき。 

 （３）雇用期間が満了したとき。 

 （４）第 8 条の規定により解雇されたとき。 

 

（退職手続） 

第 7 条 嘱託職員は、雇用期間の途中で自己の都合により退職しようとする場合は、退職日の 14 日前ま

でに退職願を提出しなければならない。 

 

（解  雇） 

第 8 条  

就業規則第 17条を適用する。 

 

（解雇制限） 

第 9 条 嘱託職員は、次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。 

 （１）業務上負傷、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後 30 日間 

 （２）産前産後の女子が休業する期間及びその後 30 日間 

 

（解雇予告） 

第 10 条  嘱託職員を解雇しようとするときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、30 日前に

本人に予告するか、または予告に替えて平均賃金の 30 日分を支給する。 

（１） 職員の責に帰すべき事由で解雇する場合で、所轄労働基準監督署長の認定を受けた場合 

（２） 天災地変等やむを得ない事由のため、事業の継続が不可能となり、所轄労働基準監督署長の認

定を受けた場合 

 

第 3 章  勤   務 

 

（勤務時間） 

第 11 条 嘱託職員の勤務時間は、休憩時間を除き原則として 1 日 8 時間、1 週間 40 時間を越えない範

囲で定める。 

 

（始業・終業時刻等、休日の割り振り） 

第 12 条  

就業規則第 25条第 2項・第 3項及び第 26条を適用する。 

 

 

 



（休  日） 

第 13 条  

就業規則第２7条を適用する。 

 

（振替休日） 

第 14 条 業務の運営やむを得ない事由が生じた場合は、前条で定めた休日を他の日に振り替えることが

できる。 

 

（時間外労働、休日勤務、深夜労働等） 

第 15 条  

就業規則第 29条を適用する。 

 

（代  休） 

第 16 条  休日に勤務し、振替休日を与えない場合は、本人の請求により業務に支障がない限り代休日を

与えることができる。 

２ 代休日の給与は支給しない（割増賃金を除く）。 

 

（宿直・日直） 

第 17条  園長は、嘱託職員に宿直又は日直を命ずることができる。 

 ２ 宿直、日直の内容、該当日、宿直・日直の時間等に関する必要な事項については別に定める。 

    

（出  張） 

第 18 条 園長は、業務上必要とする場合は、嘱託職員に出張を命ずる。 

２出張により、施設外で勤務する場合で、勤務時間を算定しがたいときは、所定の勤務時間を勤務した

ものとみなす。 

３ 出張した者は、帰還後速やかにその要領を復命しなければならない。 

４ 出張旅費については、別に定める旅費規程による。 

 

（年次有給休暇） 

第 19 条   

就業規則第 34条を適用する。 

 

（業務災害休暇） 

第 20 条 嘱託職員が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合において、業務に起因したものであると認

めたときは、1 年を超えない範囲でその療養に必要な期間を業務災害休暇として与える。 

２ 前項の休暇は、有給とする。 

 

 

 



（療養休暇） 

第 21 条 嘱託職員が業務以外の事由により負傷し、又は疾病にかかったときは、引き続き 90 日間を超

えない範囲内でその療養に最小限度必要と認める日、又は時間を療養休暇として与える。7 日以上の療

養休暇を申請する場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

２ 前項の休暇は有給とする。 

 

（産前産後の休暇） 

第 22 条 6 週間（多胎妊娠の場合にあっては 10 週間）以内に出産予定の嘱託の女子は、請求により休

暇を受けることができる。 

２ 産後 8 週間を経過しない嘱託の女子職員は勤務させない。ただし、産後 6 週間を経て当該勤務に

差し支えない旨の診断書を提出したときは、この限りではない。 

３ 前 2 項の休暇は、有給とする。 

 

（育児時間、育児休業、介護休業、母性健康管理休暇） 

第 23 条  

就業規則第 39条を適用する。 

 

（特別有給休暇） 

第 24 条 

嘱託職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に掲げる期間の特別有給休暇を申請す

ることができる。 

（１） 感染症法（平成 10 年法律第 114 号）による交通しゃ断又は隔離…必要と認められた期間 

（２） 風水震火災その他の非常災害による交通しゃ断…必要と認められる期間 

（３） 風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失、又は破壊…1 週間を超えない範囲内で

必要と認められる期間 

（４） ⑴から⑵までに掲げるもののほか、交通機関の事故等の不可抗力の事故…必要と認められる期間 

（５） 就業規則第 48 条の規定による就業の禁止…必要と認められる期間 

（６） 証人、鑑定人、参考人等として官公署への出頭…必要と認められる期間 

（７） 選挙権その他公民としての権利の公使…必要と認められる期間 

（８） 父母の祭日…習慣上最小限度必要と認められる期間 

（９） 忌引  次の表に定める日数の範囲内で必要と認められる期間 

死 亡 し た 者 日 数 

配 偶 者 10 日  

血 族 

1 親等の直系尊属（父母） 7 日  

1 親等の直系卑属（子） 5 日  

2 親等の直系尊属（祖父母） 3 日  

2 親等の直系卑属（孫） 1 日  

2 親等の傍系者（兄弟姉妹） 3 日  

3 親等の傍系尊属（伯叔父母） 1 日  



姻 族 

1 親等の直系尊属 3 日  

1 親等の直系卑属  1 日  

2 親等の直系尊属 1 日  

2 親等の傍系者 1 日  

3 親等の傍系尊属 1 日  

備考 

  1．生計を一にする姻族は、血族に準ずる。 

  2．葬祭のため遠隔の地におもむく必要がある場合には、実際に要した往復日数を 

加算することができる。 

（10） 職員の結婚  7 日 

２ 前項第 8 号から第 10 号までに掲げる日数は、その期間中の休日を含むものとする。 

 

（休暇の申請） 

第 25 条 第 19 条から前条までに規定する休暇を請求、又は申請しようとする嘱託職員は、所定の手続

により事前に申し出なければならない。ただし、やむを得ない事情により事前に申し出ができないとき

は、事後速やかに申し出なければならない。 

 

第 4 章  賃   金 

 

（賃金の原則） 

第 26 条 嘱託職員の賃金は、職務の内容、技能、能力、経験等を勘案して各人ごとに定める。 

 

（賃金の構成） 

第 27 条 嘱託職員の賃金は、月給と手当をもって構成し、次のとおりとする。 

 

         月 給 

                    時間外勤務手当 

賃 金                 休日勤務手当 

         手 当        宿日直手当 

                    通勤手当 

                    期末・勤勉手当 

（賃金の計算期間、支給日） 

第 28 条  

職員給与規程第 5条を適用する。 

 

（欠勤控除） 

第 29 条 遅刻、早退、私用外出等により所定の勤務時間を勤務しなかった場合には、勤務しなかった時

間に相当する金額を月給から控除する。 



 

（法令控除） 

第 30 条 賃金の支払いに際しては、所得税、社会保険料等法令に定められた金額を控除する。 

 

（時間外及び休日勤務手当） 

第31条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた嘱託職員及び休日において正規の勤務時間

中に勤務することを命じられた嘱託職員には、当該勤務した全時間に対して、勤務 1 時間当たりの支

給額の 100 分の 125（その勤務が休日勤務の場合は 100 分の 135、午後 10 時から翌日の午前 5 時まで

の間である場合は 100 分の 150）を時間外勤務手当及び休日勤務手当として支給する。 

 

（宿日直手当） 

第 32条  

職員給与規程第 14条を適用する。 

   

（勤務 1 時間当たりの支給額の算出） 

第 33 条 第 30 条に規定する勤務 1 時間当たりの支給額は、月給に 12 を乗じ、その額を１週間の労働

時間に 52 を乗じたもので除して得た額とする。 

 

（時間の計算） 

第 34 条 第 30 条の時間の計算は、月の初日から末日までの勤務時間の合計に 30 分未満の端数が生じ

るときはこれを切り捨て、30 分以上は１時間とする。 

 

（通勤手当） 

第 35 条  

職員給与規程第 21条を適用する。 

 

（期末手当） 

第 36 条 期末手当は６月１日、１２月１日にそれぞれ在職し、次の各号に該当する嘱託職員に対して、

原則として同日支給する。 

（１） 雇用された日から引き続き 3 月を経過していること。 

（２） 基準日前 3 月の平均勤務日数が 20 日以上あること。 

２ 期末手当の支給率は、給与規程第 16 条第 2項（1）、（２）号に規定する率の 2 分の 1 とする。 

３ 期末手当の支給額は、支給日以前 3 月に受けた月給総額と 3 分の 1 に、前項に規定する率を乗じて

得た額とする。 

 

 

 

 

 



 

（勤勉手当） 

第 37条 勤勉手当は６月１日、１２月１日にそれぞれ在職する嘱託職員に対して、次の各号の在職期間

における勤務成績に応じて支給する。 

（１） ６月１日  同日以前６か月以内の期間 

（２） １２月１日 同日以前６か月以内の期間 

２ 勤勉手当の支給率は、給与規程第 17条第 2項（1）、（２）号に規定する率の 2 分の 1 とする。 

３ 勤勉手当の支給額は、支給日以前 3 月に受けた月給総額と 3 分の 1 に、前項に規定する率を乗じて

得た額とする。 

 

（退職手当） 

第 38 条 嘱託職員が退職する際には、退職手当は支給しない。 

 

（旅  費） 

第 39 条 旅費の支給に関する事項については、旅費規程を適用する。 

 

第 5 章  諸   則 

 

（諸  則） 

第 40 条 服務規律、安全及び衛生、災害補償、表彰及び制裁、損害賠償については、就業規則の規定を

適用する。 

 

附  則 

１ この規程は、平成 １０年４月１日から施行する。 

１ この規程は、令和２年２月２７日に制定し、令和２年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              



別記様式第１号（第３条関係） 

 

 

文 書 番 号 

平成  年  月  日 

 

 

          殿 

 

 

社会福祉法人 

理事長            ㊞ 

 

 

嘱 託 職 員 雇 用 通 知 書 

 

あなたを社会福祉法人再生会の経営する 学園の嘱託職員として下記のとおり雇用することが決定し

ましたので通知します。 

 

記 

 

１．雇用期間  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

２．就業内容 

 

３．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２号（第４条関係） 

 

             嘱託職員雇用契約書 

 

 

  社会福祉法人再生会（以下「甲」という。）と          （以下｛乙｝という。） 

 とは、次のとおり嘱託職員雇用契約を締結し、互いに誠実にこれを履行する。 

 

 

   １ 雇 用 期 間   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

  ２ 就 業 場 所      社会福祉法人再生会 児童養護施設さくら学園 

 

  ３ 職    種   

 

    ４ 賃    金   基本賃金  月額      円               

             ○○手当          円 

 

  ５ そ の  他 

 

 本書２通を作成し、甲、乙各１通を保有する。 

 

   令和  年  月  日 

 

                  甲 宮崎県宮崎市高岡町五町２５７１番地９ 

                     

社会福祉法人再生会 

                             理事長 甲斐 攝子    印 

 

 

                    乙 現住所 

                     

氏 名                  印 

 

 

   

 

 



別記様式第３号（第４条関係） 

 

             嘱託職員雇用誓約書 

 

 私は、社会福祉法人再生会児童養護施設さくら学園（以下「学園」という。）の（職 種）として、令

和 年 月 日から勤務するにあたり、下記の事項を遵守することを誓約いたします。 

 

                   記 

 

 １ 就業規則その他服務規程に関する諸事項を守り、上司の指示・命令に従い規律の 

厳守に努め、誠実に勤務いたします。 

 

 ２ 業務上その他学園に関する一切の守秘義務事項は、在職中及び退職後も他に漏えいいたしません。 

  

 ３ 職場秩序を乱すような政治活動、思想運動及び特定団体に関する活動は行いません。 

 

 ４ 故意又は重大な過失により学園に損害を与えた場合には、その損害について賠償の責を負います。 

 

 ５ 業務の都合により、勤務内容や勤務場所等の変更があっても異議申し致しません。 

 

 

   社会福祉法人再生会 理事長 甲斐 攝子 殿 

 

 

        令和  年  月  日 

 

                   現 住 所 

 

                   氏   名               印 

 

 

 


